
 

平成２９年１２月１２日 

道路局道路交通管理課 

 

過積載車両の荷主対策の試行を開始します！ 

～トラック事業者と荷主の責任の適切な分担に向けて～ 
 

 

 

 

 
 
 

 
 
 

過積載の大型車両は、通行台数の０．３％ですが、道路橋の劣化に与える影

響は全交通の約９割となっています。また、通行する特殊車両の約３割が過積

載車両となっています。 

国土交通省では、過積載車両の荷主対策として、平成３０年度内の本格導入

に向け、次の取組の試行を開始します。収集した荷主情報を活用し、自動車部

局と連携しながら、荷主勧告制度注の運用強化を図ってまいります。 
 

① 基地取締り時の違反者からの荷主情報の聴取 

[実施期間：１２月１２日から当面の間] 

直轄国道や高速道路における基地取締り時に、道路管理者が過積載等の

違反車両を確認した場合、警告書の発出又は措置命令の実施に併せて、運

転者の任意協力のもとで、当該違反通行に係る荷主情報を聴取します。 
 

② 特殊車両通行許可申請時における荷主情報の記載 

[実施期間：１月１６日から約１か月間] 

北海道開発局が受付先となる特殊車両通行許可申請時に運送事業者が任

意で荷主情報を申請書に記載し、道路管理者に提出する申請の受付を開始

します。 

   ※ 具体的な申請方法は、以下のウェブサイトをご覧下さい。 

http://www.tokusya.ktr.mlit.go.jp/PR/ninushitaisaku_pr.html 
 

注） 荷主勧告制度とは、トラック事業者の違反行為に対し行政処分を行う場合、当該違反行為が主として荷
主の行為に起因すると認められる時は、運輸局等より荷主に対し違反行為の再発防止のための措置を執る
べきことを勧告する制度。（詳細は、参考資料４を参照） 

 

過積載は、道路を劣化させるとともに深刻な事故の原因となっており、過

積載の大きな要因として、荷主からの要求や非効率な商慣習があります。 

国土交通省では、荷主にも責任とコスト等を適切に分担させていく取組の

一環として、全国の直轄国道や高速道路で、１２月１２日より、過積載車両

の荷主対策の試行を順次開始します。 

【問い合わせ先】 
国土交通省 道路局 道路交通管理課 車両通行対策室 

企画専門官 中川 敏正（内線 37432） 
課長補佐  関谷 正寿（内線 37436） 

代表 03-5253-8111 直通 03-5253-8483 FAX 03-5253-1617 


